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 この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所若しく

は事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表するた

めに作成したものです。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

 １．商 号 

   大山日ノ丸証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   ２００７年９月３０日（ 中国財務局長（金商）第５号 ） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

1957年 10月 10日 登記設立年月日（実質上、設立年月日１９５７年１１月１２日） 

1966 年 2 月 1 日 倉吉支店開設 

1990 年 6 月 11 日 米子支店開設 

1997 年 10 月 1 日 
大山証券と日ノ丸証券が対等合併し新会社大山日ノ丸証券

株式会社としてスタート 

2009 年 8 月 31 日 
カドヤ証券より事業を無償で譲受ける。 

豊岡支店開設 

2013 年 1 月 28 日 
北田証券より事業を無償で譲受ける。 

倉敷支店開設 

2025 年 5 月 26 日 岡山営業所、姫路営業所を開設 
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  (2) 経営の組織 
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保有株式数　（株） 割合 （％）

１．今井　陸雄 316,000 8.86

２．今井　敏明 309,000 8.67

３．株式会社日ノ丸総本社 204,062 5.72

４．大西　隆昭 189,000 5.30

５．今井　和子 177,000 4.96

６．みずほ証券株式会社 170,000 4.77

７．今井　利枝 143,000 4.01

８．今井　博明 139,000 3.90

９．株式会社キティオーク 94,000 2.63

10．稲垣　洋子 93,000 2.61

その他（　　　  156名） 1,765,938 48.57

計            　166名 3,600,000 100.00

氏名又は名称

 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（2026年 3月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）1.議決権割合は少数点第３位以下を切り捨てております。 

       2.議決権割合については、自己株式 14,147 株を控除して算出しております。 

 

 

５．役員の氏名又は名称 

（2026年 7月 1日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 加 生  弘 憲 有 常 勤 

代表取締役専務 今 井  敏 明 有 常 勤 

取 締 役 則 皮  聡 無 常 勤 

取 締 役 矢 部  典 裕 無 常 勤 

監 査 役 池 口  哲 夫 無 常 勤 

監 査 役 米 原  正 明 無 非常勤 

 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長

その他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限

を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 
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（2026年 7月 1日現在） 

氏   名 役  職  名 

則 皮  聡  管理部長 

今井 敏明 総務統括部長 

 

 

 ７．業務の種別 

（1）金融商品取引業 

①  有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

②  有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、

取次ぎ又は代理 

③  取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委

託の媒介、取次ぎ又は代理ならびに外国金融商品市場における有価証券の売買

又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

④  有価証券の募集又は売出しの取扱い 

 

（2）金融商品取引業付随業務 

① 有価証券の貸借業務 

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 有価証券に関する顧客の代理業務 

④ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑤ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還

金の支払に係る代理業務 

⑥ 累積投資契約の締結業務 

⑦ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑧ 他の金融商品取引業者等の業務の代理及び金融商品取引業に付随する業務 

 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（2026年 7月 1日現在） 

名   称 所  在  地 

本   店  鳥取県鳥取市吉方温泉３丁目１０１ 

倉 吉 支 店  鳥取県倉吉市東昭和町６－１ 

米 子 支 店  鳥取県米子市両三柳２９２－１ 

豊 岡 支 店 兵庫県豊岡市中陰６３４－１ 

倉 敷 支 店 岡山県倉敷市中央１－４－５ 

岡山営業所 

（2025年5月26日開設） 

岡山県岡山市北区下石井１－１－３ 

日本生命岡山第二ビル２F 

姫路営業所 

（2025年5月26日開設） 

兵庫県姫路市白銀町５０ 

日本生命姫路ビル５F 
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９． 他に行っている事業の種類 

（1）自ら所有する不動産の賃貸業務 

（2）保険業法に規定する保険募集業務 

(3) その行う業務に係る顧客に対し他の事業者等のあっせん又は紹介を行う業務 

 

 10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

従業員は、顧客からの苦情等の申出があった場合、遅滞なくその概要を管理部に報告し、

報告を受けた管理部は、紛争の報告に基づき原因を調査し、責任の所在を明確にし、速やか

に部店長と協力して苦情等の解決に努め適切な処置を講じることとする。部店長は、紛争調

査の進捗状況、経緯、結果、紛争発生後とった処置及び今後の処理、意見等を適宜管理部に

報告し、管理部長は、苦情等の発生、処理状況、対策等について適宜、社長に報告するもの

とする。 

また、当社が業務委託している業務に関する苦情等については、総務統括部において当該

委託先から連絡を受けるものとする。 

管理部は、苦情等に関する記録を保管、管理し、金融庁及び証券業協会への紛争等の報告

が必要な場合には速やかに行うものとする。 

手続き実施基本契約を締結している指定金融機関 

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   取引所非会員 

 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

当期の我が国経済は、企業の賃上げや設備投資の増加、インバウンド需要の回復などを背景に

内需が堅調となり、企業収益にも改善が見られました。一方で、円安による物価上昇や海外経済の

減速懸念、米国の関税政策問題、中東情勢悪化に伴う資源価格上昇などが景気の下押し要因と

なり兼ねず、先行き不透明感を抱えた状況が続きました。 

当期の株式市場は、ハイテク関連需要の拡大期待や国内政策期待を背景とした強い上昇局面

と、地政学リスクや金融政策動向を背景とした調整局面が交錯しながらも、旺盛な投資需要に支え

られ年間を通じて高水準の売買代金を維持しました。 

日経平均株価は前期末の急落から持ち直し、4 月初旬の 3 万４千円台から 7 月には 4 万円台を

回復しました。その後も AI 関連、半導体、内需関連銘柄への買いが相場を牽引し、10 月には日経

平均株価は初めて 5 万円台に乗せるなど、史上最高値をたびたび更新する場面が見られました。

年末にかけては利益確定売りや金融政策への警戒から一進一退の場面もみられましたが、半導体

関連株や高配当株、内需関連株を中心に物色が継続しました。その後、2026 年 2月には自民党の

衆院選での大勝、日銀の早期利上げ観測の後退を受け 5 万 8 千円台後半まで上昇しました。2026

年 3 月には、関税政策や金融政策、為替動向、中東情勢悪化などを背景に相場が大きく変動する

場面もみられ大幅調整となりましたが、3 月末の日経平均株価は 5 万 1063 円で当期の取引を終え

ました。 

この様な相場環境の中、当社は更なる投資家の裾野の拡大を図るため、つみたて NISA の導入、

岡山市と姫路市の 2 拠点に新たな営業所を出店するなど、積極的に営業活動を進めてまいりまし

た。当社の主力である株式営業は、株式市場の堅調さを受け前年同期に比べて委託売買金額は

19.2％増加しましたが、投資信託等の募集取扱高が減少したため、受入手数料は 15.0％の増加に

留まりました。 

 

当社の営業概況は以下のとおりです。 

＜受入手数料＞ 

委託手数料 1,193 百万円（前年同期比 117.5％）、募集・売出し取扱手数料 87 百万円（同

89.1％）、その他の受入手数料 87 百万円（同 115.5％）、受入手数料合計 1,368 百万円（同

115.0％）となりました。 

 

＜トレーディング損益＞ 

トレーディング利益は 2 千円となりました。 

＜金融収支＞ 

金融収益は 49 百万円（同 109.5％）、金融費用は 9 百万円（同 142.6％）、差引収支は 40 百万

円（同 104.0％）となりました。 

＜販売費・一般管理費＞ 

販売費・一般管理費は 1,264 百万円（同 107.4％）となりました。主な内訳は、取引関係費 144 百

万円（同 107.6％）、人件費 844 百万円（同 107.6％）、不動産関係費 132 百万円（同 112.5％）、事
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務費 101 百万円（同 102.7％）、減価償却費 15 百万円（同 102.4％）です。 

以上の結果、営業利益は 144 百万円となり営業外利益 14 百万円を加えた経常利益は 159 百万

円、税引前当期純利益は 159 百万円、税引後当期純利益は 88 百万円となりました。 

 

 

２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3 月期 2026年 3月期 

資本金 215 215 215 

発行済株式総数 360万株 360 万株 360万株 

営業収益 1,550 1,231 1,417 

（受入手数料） 1,503 1,189 1,368 

 （（委託手数料）） 1,330 1,015 1,193 

 （（引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料）） 

― ― ― 

（（募集・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

取扱い手数料）） 

106 98 87 

 （（その他の受入手数料）） 66 76 87 

（トレーディング損益） 2 △2 0 

 （（株券等）） △4 △2 0 

 （（債券等）） 7 0 0 

 （（その他）） ― ― ― 

純営業収益 1,535 1,225 1,408 

経常損益 282 56 159 

当期純損益 162 63 88 
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 (2) 有価証券引受・売買等の状況 

   ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3 月期 2026年 3月期 

自   己 28 21 0 

委   託 152,411 114,522 136,743 

計 152,439 114,544 136,743 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取

扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

   （単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

２
０
２
４
年
３
月
期 

株券 － － － － 2 － － 

国債証券 －  － 26  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    31,031 － － － 

その他 － － － － － － － 

２
０
２
５
年
３
月
期 

株券 － － － － 7 － － 

国債証券 －  － 137  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    22,911 － － － 

その他 － － － － － － － 

２
０
２
６
年
３
月
期 

株券 － － － － 0 － － 

国債証券 －  － 185  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 400 － － － 

受益証券    30,115 － － － 

その他 － － － － － － － 
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(3) その他業務の状況 

                                  （単位：百万円） 

      2024年 3月期 2025年 3 月期 2026年 3月期 

不動産（駐車場）賃貸料 5 5 6 

保険取扱手数料 ― ― ― 

    現在、保険商品を取り扱っていない為、手数料は計上しておりません。 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3 月期 2026年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ

×100） 
524.8％ 512.8％ 528.5％ 

固定化されていない自己

資本（Ａ） 
1,735 1,735 1,808 

リスク相当額（Ｂ） 330 338 342 

 

 

 

市場リスク相当額 6 2 2 

取引先リスク相当額 58 46 51 

基礎的リスク相当額 265 289 288 

暗号等資産等による 

控除額 
－ － － 

     

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

 2024年 3月期 2025年 3 月期 2026年 3月期 

使用人 72人 80人 80人 

（うち外務員） 72人 80人 80人 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

（1）貸借対照表 

2025年3月期 2026年3月期

流  動  資  産 4,956 5,821

913 1,050

1,700 2,260

－ －

－ －

2,177 2,431

信 用 取 引 貸 付 金 2,131 2,368

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 45 63

0 0

60 12

0 0

5 15

信 用 取 引 差 入 保 証 金 5 15

0 0

6 8

60 2

33 40

0 0

0 0

  固  定  資  産 381 364

188 193

建 物 46 44

土 地 68 68

器 具 ・ 備 品 12 10

そ の 他 有 形 固 定 資 産 61 70

8 7

電 話 加 入 権 4 4

ソ フ ト ウ ェ ア 4 3

184 162

投 資 有 価 証 券 24 28

出 資 金 1 1

長 期 貸 付 金 0 0

長 期 差 入 保 証 金 28 33

繰 延 税 金 資 産 125 99

そ の 他 3 -

繰  延  資  産 0 0

5,338 6,185

前 払 金

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

未 収 入 金

未 収 収 益

取 引 先 勘 定

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

資 産 の 部
（単位：百万円）

科 目

現 金 ・ 預 金

預 託 金

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 資 産

立 替 金

募 集 等 払 込 金

短 期 貸 付 金

短 期 差 入 保 証 金
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2025年3月期 2026年3月期

流　動　負　債 2,898 3,691

－ －

51 63

信 用 取 引 借 入 金 6 6

信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 45 57

1,756 2,348

104 217

800 800

10 25

4 3

0 41

170 190

固　定　負　債 278 276

237 231

40 44

引　　当　　金 12 12

12 12

3,188 3,980

2025年3月期 2026年3月期

 株　主　資　本 2,150 2,203

215 215

3 3

資 本 準 備 金 3 3

1,933 1,986

利 益 準 備 金 63 63

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,870 1,923

積　　 　　　　　立　 　　　　　　金 1,072 1,072

繰　 越 　利 　益 　剰 　余 　金 797 850

△ 1 △ 1

評価・換算差額等 0 1

0 1

2,149 2,204

5,338 6,185

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金

資 本 金

科 目

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

負 債 合 計

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 負 債

預 り 金

受 入 保 証 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

自 己 株 式

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

（単位：百万円）
負 債 の 部

純 資 産 の 部

科 目
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（2）損益計算書 

（単位：百万円）

2025年3月期 2026年3月期

1,189 1,368

委 託 手 数 料 1,015 1,193
募 集 ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向

け 売 付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料

そ の 他 受 入 手 数 料 76 87

△ 2 0

44 49

1,231 1,417

6 9

1,225 1,408

1,176 1,264

取 引 関 係 費 134 144

人 件 費 784 844

不 動 産 関 係 費 118 132

事 務 費 98 101

減 価 償 却 費 14 15

租 税 公 課 3 4

貸 倒 引 当 金 繰 入 - 0

そ の 他 21 20

48 144

7 15

0 0

56 159

金融商品取引責任準備金戻入 - 0

固 定 資 産 除 却 損 0 0

金融商品取引責任準備金繰入 0 -

0 0

55 159

△ 7 71

63 88

98 87

営 業 収 益 計

営　  業  　収  　益

純 営 業 収 益

科 目

営　  業  　費  　用

受 入 手 数 料

金 融 収 益

金 融 費 用

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

営 業 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 益

当 期 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等
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（3）株主資本変動計算書 

（単位：百万円）

2025年3月期 2026年3月期

　資本金 215 215

215 215

　資本剰余金

　　資本準備金 3 3

3 3

　資本剰余金合計 3 3

3 3

　利益剰余金

　当期首残高 63 63

　当期変動額　剰余金の配当

　当期末残高 63 63

　当期首残高 1,072 1,072

　当期変動額

　当期末残高 1,072 1,072

　当期首残高 770 797

　当期変動額　剰余金の配当 △ 35 △ 35

　　　　　　　当期純利益 63 88

　　　　　　　そ　の　他

　当期末残高 797 850

　当期首残高 1,906 1,933

　当期変動額 27 52

　当期末残高 1,933 1,986

　当期首残高 △ 1 △ 1

  当期変動額　自己株式の取得 0 0

　当期末残高 △ 1 △ 1

　当期首残高 2,123 2,150

　当期変動額 27 52

　当期末残高 2,150 2,203

　当期首残高 0 0

　当期変動額（純額） △ 1 2

　当期末残高 0 1

　当期首残高 0 0

　当期変動額 △ 1 2

　当期末残高 0 1

　当期首残高 2,124 2,149

　当期変動額 25 54

　当期末残高 2,149 2,204

　当期変動額

　当期末残高

  　利益準備金

　当期首残高

　株主資本

　当期首残高

　当期変動額　新株の発行

　当期末残高

　当期首残高

　当期変動額　新株の発行

　当期末残高

　　　繰越利益剰余金

　　　別途積立金

　自己株式

　利益剰余金合計

　その他有価証券評価差額金

　株主資本合計

　評価・換算差額等

  純資産合計

　評価・換算差額等合計
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【重要な会計方針】 

（1） 有価証券の評価基準および評価方法 

① 売買目的有価証券 

     時価法を採用しております。 

     なお、売却原価は移動平均法により算定しております。 

② 満期保有目的債券 

償却原価法を採用しております。 

③ その他有価証券 

・時価のあるものは市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

時価をもって貸借対照表価額とし、取得価額（移動平均法による原価）ないし償

却原価との評価差額は税効果会計を適用の上、全部純資産直入方法により処理し

ております。 

・時価のないものは移動平均法による原価法を採用しております。 

 

（2） 固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法又は旧定率法（ただし、1998年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属

設備を除く）については旧定額法、2007 年 4月 1 日以後に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法、2016 年 4 月 1日以後に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法。）を採用しております。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、定額法（5年）を採用しております。 

 

（3） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、債権等については法定繰入率により繰入限

度額まで計上しております。 

② 賞与引当金  

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、所定の計算方法により算出した支

払見込額の当期負担分を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末支給見込額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職金支払に備えるため、役員退職慰労金支給規程による期末支給必要

額を計上しております。 

⑤ 金融商品取引責任準備金 

有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等の事故による損失に備え

るため、金融商品取引法第 46 条の 5 の規定に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」第 175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

（4） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 
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【貸借対照表に関する注記】 

2025年 3月期 2026年 3月期 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 

236百万円 

2. 差入れている有価証券及び差入れを受けている

有価証券の時価額 

(1)差入れている有価証券 

差入保証金代用有価証券    339百万円 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 

246百万円 

2. 差入れている有価証券及び差入れを受けている

有価証券の時価額 

(1)差入れている有価証券 

差入保証金代用有価証券    137百万円 

(2)差入れを受けている有価証券 (2)差入れを受けている有価証券 

①信用取引貸付金の 

本担保証券 
1,855百万円 

①信用取引貸付金の 

本担保証券 
2,018百万円 

②受入保証金代用 

 有価証券 
4,126百万円 

②受入保証金代用 

 有価証券 
4,173百万円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】   

 前事業年度（2025年 3月期） 

（1） 当該事業年度の末日における発行株式の数 3,600,000 株  

（うち 13,139 株は自己株式として保有しております。） 

（2） 事業年度中の剰余金配当 

当事業年度中の剰余金の配当総額は 35,871,670 円、配当の原資は利益剰余金 1株当り

の配当額は 10円です。これらの配当の基準日は 2024年 3 月 31日、効力発生日は 2024

年 6 月 24日です。 

（3） 事業年度末日後の剰余金配当 

当事業年度の末日後に行う剰余金の配当総額は 35,868,610 円、配当の原資は利益剰余

金、1株当りの配当額は 10円です。これらの配当の基準日は 2025年 3月 31日、効力

発生日は 2025年 6月 23日です。 

 

 当事業年度（2026年 3月期） 

（1） 当該事業年度の末日における発行株式の数 3,600,000 株  

（うち 14,147 株は自己株式として保有しております。） 

（2） 事業年度中の剰余金配当 

当事業年度中の剰余金の配当総額は 35,868,610 円、配当の原資は利益剰余金 1株当り

の配当額は 10円です。これらの配当の基準日は 2025年 3 月 31日、効力発生日は 2025

年 6 月 23日です。 

（3） 事業年度末日後の剰余金配当 

当事業年度の末日後に行う剰余金の配当総額は 35,858,530 円、配当の原資は利益剰余

金、1株当りの配当額は 10円です。これらの配当の基準日は 2026年 3月 31日、効力

発生日は 2026年 6月 22日です。 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                                   （単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 2025年 3 月 31日現在 2026年 3 月 31日現在 

株式会社証券ジャパン 6 6 

株式会社鳥取銀行 300 100 

鳥取信用金庫 500 700 

株式会社島根銀行 － － 

 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
2025年 3月期 2026年 3月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 － － － － － － 

 (1) 株券 － － － － － － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

２．固定資産 24 24 － 28 28 － 

 (1) 株券 24 24 － 28 28 － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

合   計 24 24 － 28 28 － 

 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

    ① 株 式  

（単位：百万円） 

 
2025年 3 月期 2026年 3月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．株価指数先物取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．株価指数オプショ

ン取引 
－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 
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2025年 3 月期 2026年 3月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 

    ② 債 券 

（単位：百万円） 

 
2025年 3 月期 2026年 3月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．債券先物取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．債券オプション取引 － － － － － － 

（1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

(2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 

(2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況         

 該当事項はありません。 

 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

    該当事項はありません。 
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取締役会 

コンプライアンス委員会 

内部管理統括責任者 

・コンプライアンスに係る重要

事項についての検討・審議・

決議 

・金融庁等対外的な対応策等

の検討・審議・決議 

・経営の根幹に係わる重要な

事項については取締役会に

付議する。 

社内規則検討会議 

内部管理責任者会議 

部   店 

管 理 部 

報告  指示 報告  指示 

報告  指示 

部店で発生したイレギュラー、不備事項について報告・相談・協議し共有化を図る 

業務管理・顧客相談・商品管理 

法令諸規則の遵守に係る企画・指導・推進・証券事故等の 

未然防止、営業姿勢全般の改善指導、対顧客との紛争・ 

証券事故等の処理。商品に係る事務ミスの処理 

検  査 

内部検査の実施。検査結果に基づく是正・改善勧告 

売買管理 

異常な売買注文の監視と是正、内部者取引の未然防止の 

指導及び推進、法人関係情報の管理 

・法令等改正に伴う、社内規則等

の変更を検討する。 

・法令等の解釈に関して十分な議

論や検証を行う。 

報告  指示 

Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

(1) 内部管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 内部管理部門の組織と業務分掌 

➢ 管理部   

①  業務管理・顧客相談・保有有価証券管理 
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法令諸規則の遵守に係る企画・指導・推進・証券事故等の未然防止、営業姿勢全

般の改善指導、対顧客との紛争・証券事故等の処理。商品に係る事務ミスの処理 

②  検査 

       内部検査の実施。検査結果に基づく是正・改善勧告 

③  売買管理 

異常な売買注文の監視と是正、内部者取引の未然防止の指導及び推進、法人関係

情報の管理 

④  コンプライアンス研修 

 ○全体研修 （年１回） 

○新人研修 （年２回） 

 

➢ 部店長 

① 重要事項発生時の報告義務 

② 法令諸規則等を遵守する営業姿勢の徹底 

③ 適正な顧客管理の指導・監督 

④ 適正な営業活動の指導・監督 

 

➢ 営業責任者（担当部長） 

     ① 顧客管理 

       主要・特例・ｱﾃﾝｼｮﾝ顧客面談による属性把握と顧客管理の徹底 

     ② 適正な営業管理の徹底 

       ○顧客ｶｰﾄﾞ、ｱﾌﾟﾛｰﾁ履歴の管理 

       ○適合性の原則・投資目的に沿った投資勧誘 

       ○経済合理性に合った投資勧誘 

       ○商品内容（基本的な説明、ﾘｽｸの内容等）を十分理解させる指導 

       ○勧誘に際し、誤解を生ぜしめる表示の禁止 

 

➢ 内部管理責任者（業務部課長） 

     ① 重要事項発生時の報告義務 

②  法令諸規則が正しく遵守されているか常時監査 

③  部店コンプライアンス研修会等にて、適切な内部管理の指導 

 

(3) 内部監査体制 

内部検査・業務監査は、法令遵守、業務の適正性及びリスク管理の観点から重要である

と認識しており、以下の体制で実施しています。 

 

⚫ 管理部は、「検査規程」による社内検査や営業店へのモニタリングを行い、各営業部

店では内部管理責任者によるモニタリングを行うことによりコンプライアンス体制

の維持・管理を行っています。 
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⚫ 監査役は、「監査役監査基準」により、業務運営の実態、コンプライアンス状況、帳

票管理、顧客対応体制等の監査を行います。 

⚫ 検査結果、監査結果は取締役会に報告され、必要に応じて是正・改善指示を行います。 

⚫ 監査役は、管理部長と適宜情報共有を図り、経営から独立したチェック機能の確保に

努めています。 

 

   本体制により、会社の業務の健全性・適正性を確保し、法令遵守とリスク 

  管理の実効性を高めております。 

 

(4) お客様からのご相談および苦情への対応 

当社は、お客さまからのご相談や苦情を、当社の本店及び支店にて承り管理部におい

て一元的に管理し、営業・内部管理部門間との連携により適切に対応する態勢を整備し

ております。 

また、金商法上の業務に関する苦情等の解決については、上記のような社内措置を講

じるほか、特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）

と第一種金融商品取引業に係る手続実施基本契約を締結する措置を講じております。 
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 ２．分別管理の状況 

  (1) 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 2025年 3月 31日現在の金額 2026年 3月 31日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客

分別金必要額 
1,685 2,241 

顧客分別金信託額 1,700 2,260 

期末日現在の顧客分別金必

要額 
1,688 2,088 

 

(2) 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

    ① 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31 日現在 2026 年 3月 31日現在 

国 内 証 券  外 国 証 券  国 内 証 券  外 国 証 券  

株券 株数 54,726千株    76千株 58,148千株    70千株 

債券 額面金額 261百万円 503百万円 750百万円 383百万円 

受益証券 口数 30,797百万口    － 32,047百万口    0百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

③ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2025年 3月 31 日現在 2026年 3月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数      3,659 千株      4,025 千株 

債券 額面金額         －         － 

受益証券 口数        －        0百万口 

その他 額面金額 － － 

  

④ 管理の状況 

当社は、お客様からお預かりした有価証券については、以下の保管場所にて、当社  

自己分の有価証券と明確に分別して保管・管理しております。 

 

保管場所 

保 管 場 所 管理方法 対象証券 

日本電子計算 単純管理 株券 

証券保管振替機構 振替決済 
株券 

受益証券 

日証金信託銀行 振替決済 債券 

みずほ証券 混合管理 
株券 

受益証券 
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アイザワ証券 混合管理 株券 

東海東京証券 混合管理 債券 

岡三証券 単純管理 債券 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項   

 １．企業集団の構成 

    該当事項はありません。 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

    該当事項はありません。 

 

 

以  上 


